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1 では，固定要素比率のときに 統合によって 

はじめに 利潤が変化しないという 伝統的命題を 証明す 

る 。 これは，伝統的命題にもかかわらず 従来 厳 

従来，中間生産物を 販売している 独占企業が 密に証明されたことはなかったと 思われる。 統 

完全競争 下 にあ る彼の顧客産業 (customer in-  合されるべ き 上方部門の企業の 投入 物 が一種類 

dustry) の企業への前方統合 (forward intega-  で ，統合後も産出量がかわらないとすると 自明 

tion) によって利潤増加をはたすためには ， コ であ るが，一般に 投入 物 が二種類以上で ，産出 

スト節約の要因が 存在しなければならないと 考 量が統合後変化するならば ，それほど明らかで 

えられていた ， ) 。 ところが， ヴァーノン 二 グラ ないと思われる。 

" ムは，統合されるべき 企業の要素結合比率が Ⅱでは，要素比率が 伸縮的な場合をとりあ 

伸縮的であ るならば，コスト 節約要因がなくて げ ，ヴァーノン ニ グラハムの証明にいかなる 欠 

も 統合によって 新たな利潤が 生じることを 示そ 陥 があ るかを明らかにした 後，伝統的命題の 正 

うとした 乃 。 すなわち，従来の 考え方は，要素 当性を証明する。 まず，産出量が 一定のときを 

比率が固定的であ るという前提に 立っていたた 考え，ついで 統合後産出量が 変化する場合を 取 

めに，統合によって 利潤が増加しない 結論にな り 扱う。 ヴァーノン ニ グラハムの命題について 

っ たというのであ る。 1971 年にこの論文が 発 は ，すでに小林 [U によって批判されている 

表されて以来，数多くの 文献の中で，確立し が，それがわれわれの 主張とどのように 異なっ 

た 命題として， 引き合いに出され ， 正当 祝 さ ているかを示す。 最後に， ヴァー ノソニバラ 

れ て きた 3) 。 その中には， ヴァー / ソニバラ ハムの命題を 数式によって 証明したとする 

ハムの命題を 解析的に明らかにしょうとした Schmalensee[5] についても検討する。 

呂小 malensee[5] もあ るが，ほとんどはその 夏 Ⅲでは，以上の 結果の派生的事実が 簡単に論 

偽を確認することなく 引用されている。 じられる。 

このべ一パ一では ， ヴァーノン ニ グラハムの 

命題 は ，彼等の基本的仮定のもとでほ ， 実は ， Ⅰ ユ 

統合によって 禾僻閏 増加が実現しえないというこ 

とを証明する。 すなわち， ヴァーノン ニバラ " 統合されるべ き 企業の要素比率が 固定的な場 

ム 以前の固定要素比率のときにのみ 成立すると 合に，統合によってト 一タ カ な利潤は増加しな 

考えられていた 伝統的命題が ，伸縮的要素比率 い ，すなわち上方への 利潤インセンティブが 存 

のと ぎでも成立するということを 示す。 在しないというヴァー / ソニ グラハム以双の 伝 



30  (3%) 横浜経営研究 第 V 巻 第 4 号 (19 ㏄ ) 

統 的命題は よ く知られている。 しかし，ふしぎ 

なことにこの 命題を厳密に 証明した文献は ，筆 

者が知る限りいままでなかった。 一定の産出物 

価格が与えられた 上方部門の投入 物が ，独占部 

門から購入される 一種類のみで ，上方部門の 産 

出 量が統合後もかわらないとすれば ，自明であ 

る。 ところが，上方部門の 投入 物 が二種類以上 

で，また産出量が 統合後何らかの 理由で変化す 

る場合にはそれほど 自明ではない。 そこ て，投 

人物が二種類で ，産出量が一定の 場合の証明を 

念のために行ない ，ついで産出量が 統合後に変 

化した場合の 証明を与える。 

統合されるべ き 上方部門の産出物Ⅹの 量を 

Q, 価格を P とする。 上方部門の投入 物は二 

種類であ って，独占部門から 提供される投入 物 
且の量を 0, 他の競争産業から 購入する投入 物 

B の量をみとする。 そして，統合前の A の価 

格は m, 統合後の価格は 沖 " で， B の価格は 

つねにれであ るとする。 固定係数をもっ 生産 

関数は， 

O=a/u 二けひ 

ただし， ひノ 0 ， U ノ O は定数 

上方部門の統合前の 利潤は ， 

打 二戸 Q 一ガ 後一妨 

統合後の利潤は ， 

打 l 二 PO 釜一 Moo 一如 

したがって，統合によって 生じた上方部門の 超 

過利潤は ， 

ⅡⅠ 打二 ( 篠一 M)a 

さて， この超過利潤は ，独占部門からみると 統 

合前の ガ 後の収益が， Mad に減少したことにな 

るから明らかに 損失であ る。 したがってト 一夕 

ルな利潤は増加しない。 

次に統合後，なんらかの 理由によって 産出量 

が Q 十ノ 0 に変化したとしよう。 要素比率が固 

定的な企業は ，利潤極大化行動にしたがってい 

るわけではないから ， このような産出量の 変化 

  は ，統合に よ る直接的結果ではないい。 したが 

って，統合に よ る直接的影響をみるために ， ま 

ず，統合をしないとぎの 産出量の変化に よ る 利 

潤 増加 ( あ るいは減少 ) を考える。 産出量が， 

0 千 ノ 0 になったときの 利潤は ， 

ガ，ニ P(Q 十イ⑦一 % ㏄十ノ め 一れ Cb+ コ め 

固定係数の生産関数より ， 

コ 0 二 コロ / ぴ Ⅰ ノ列 v 

したがって， 

打 ，一打 二 P ガ Q 一泡 ぬ 一リ み 

=a タ 一 % ひ 一 %) ノ Q 

つぎに，産出量の 変化と統合に よ る利潤は ， 

Ⅱ ， =P(O 十イ Q) 円 tf ㏄十ノ め 一れ 0+ ノ の 
したがって ， 

Ⅱ 3 一 Ⅱ 亡 P コ Q 一 aM は干 れれ 一 MAa 一れ 之み 

二 ( の 目 t4) 乙 +( 担 一刀 オ ) 刀 a 

十 CP 一 % ぴ 一れ ひ ) ノ (2 

二 ( 卸一フげ )d 千 ( れ 一刀 4) ノ d 千 ( Ⅱ 2 一 Ⅱ ) 

統合のみによる 利潤変化の直接的効果は ， 

( Ⅱ 5 一 Ⅱ ) 一て 丑 2 一 Ⅱ ) 

=( 屋一ょは )d 千 ( れ一ノは ) イの 

これが，産出量の 変化に よ る影響を差し 引いた 

「純粋」 な 統合に よ る上方部門の 利潤増加分て 

あ る。 独占部門からみた 場合， この式の右辺の 

第一項は，すてに 述べたよらに 利潤の減少とい 

う損失となる。 一方， 第 _: 項は，統合すべ き企 

業 以外の企業に A を販売すれば 得られたであ 

ろう利潤であ るから，いわゆる 機会費用という 

損失であ る。 したがって，産出量が 変化する場 

合でも，統合に よ る直接的なト 一タ ル な利潤は 

不変であ る。 ここで注意しなければならないこ 

とほ， 且の需要関数と 独占部門の限界費用 ( 平 

均費用 ) が，統合によって 影響を受げないとい 

う仮定がおかれていることであ る。 前者は，投 

入 物 A のどの購入者も A の価格に影響を 与え 

ないという買い 手競争の仮定であ り，後者 は ， 

統合によるコスト 節約効果がないという 仮定で 

あ る 0 この二つの仮定は ， ヴァーノン ニ グラハ 

ム等によって 設定されている 基本的仮定てあ 

る。 これらの仮定のインプリケーションについ 

ては， Ⅱで詳しく述べる。 

以上の統合されるべ き 企業の利潤の 変化を図 

1 で説明することができる。 



競争的顧客産業への 垂直統合の利潤インセンティブ ( 東田 啓 ) (351)@ 31 

  

W A 

/ @@ 
  
  

   
 

Ⅰ
 
/
 

F
,
,
 

 
 
 
 

/
 
/
 
 
 /
 
/
 
 
 

  

J
K
 
L
 

  
      

T
 

S
 

R
 

E
 /

/
 

/
 ,
 0

 

図 1 

産出量が不変のとぎの 生産点 な E とする。 

統合によって ，上方部門の 費用 線は ， KR から 

ム S ヘ シフトする。 容易に確かめられるよう 

にし， 

K ん二 ( れ一ノ M) ク 7% 

となるから， これが，統合に よ る上方部門の 投 

入 物 B ではかったときの 利潤増加分であ る。 

すでに述べた よう に， これは同時に 独占部門の 

損失に等しい。 同様に，産出量が 統合後 E か 

ら F に変化したとすると 

RJJ 々  ( 笏一 MHa 十ぬ ) 伍 

となる。 これが，産出量の 変化がともなったと 

きの，上方部門の 統合による投入 物 B ではな 

かった とぎ の「 純 」利潤増加分であ る。 HL が 

Ⅱ， 一 Ⅱに対応し， JL がⅡ，一刀に 対応してい 

る。 この HJJ が独占部門の 損失に等しい。 

以上より，要素比率が 固定的な場合には ，投 

入 物 が二種類以上で ，産出量が変化しても ， 統 

合 によってト一 タか な利潤は増加しない ， した 

がって上方統合への 利潤イソセンティブは 存在 

しないことが 証明された。 

II 

ヴァーノンバラハムの 議論 は ，図 2 を用いて 

行 なわれている。 

投入 物 A は独占的に生産され ，投入 物 B と 

図 2 

産出物Ⅹは完全競争下で 生産されている。 競 

争産業Ⅹの均衡産出量を ， Ⅹ " とする。 まず 
はじめに，統合前後で 産出量がかわらない 場合 

をとりあ げる。 A の独占価格と B の価格 比は ， 

Dp", A の限界費用 ( 平均費用 ) と B の価格 

比は ， M Ⅱがであ る。 JVNN 。 は， 五山 倣 " と 平行 
であ る。 

統合前，独占者は ， B の単位で測ると FM 

だけ超過利潤を 得ていたが，統合によって 効率 

的 生産は， E から F にシフトするので ， 利潤 

はさらに， MNN だ け 増加する。 したがって， A 

を生産する独占者は ，生産物Ⅹを X 。 だ け 生 

産する完全競争下の 産業を前方統合することに 

よって，利潤をさらに 増加することができる。 

すなわち， 前方統合をする 利潤誘因が存在す 
る。 これがヴァーノン ニバラ " ふめ 議論の要旨 

であ る。 

直観的にいえば ， 統合によって ， X を生産 

する部門は，統合前に 比べて投入 物 A を限界 

費用という一層安い 価格で購入できるよさにな 

ったと考えられるので ， B から A への代替を 

行 う ことによって 生産費を節約できるから 利潤 

が増加するということであ る。 したがって ，確 

かに X を生産する部門の 利潤は増加する。 と 

ころが，明らかにヴァーノンミバ ラ " ムの 議論 

は，統合企業のト 一タ ル な利潤を問題としてい 

るのであ るから。 ), A を生産する独占部門の 利 
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潤もどのように 変化したかを 調べなければなら 

ない。 

いまもし， 投入 物 八の生産者が ， 完全競争 

下 にあ って，その価格が 限界費用 ( 平均費用 ) 

に置かれていたとすると ，Ⅹの生産者は ，す 

べてガ 点で生産を行な う 筈であ るからの， 統 

合前の独占企業 A の超過利潤は ， ヴァーノン ニ 

グラ " ムの い うよう に， H ℡ではなく， FN で 

は げればならない。 すなわち， PM  は，要素地 

率 が固定的な場合の 独占者 A の超過利潤であ 

り， PN は可変的な場合の 超過利潤であ る。 し 

たがって，統合によって 得られたⅩ生産部門 

の利潤増加 ( 超 如オ m 潤 ) は，統合前の 独占部門 

の   統合されるべ き Ⅹ生産部門の 生産者か 
ら 得ていた   超加 利潤と等しくなり ， ト一タ 
ル では統合前の 独占者の利潤と 統合後の利潤は 

かわらない。 すなわち，統合すれ ば ，上方部門 

へ A 生産物を限界費用に 等しい価格で 提供し 

なければならないが ， 同 量の生産物を 他のⅩ 

生産者に販売すれば ，超過利潤を 得ていたはず 

であ るから，統合後の 独占部門は，いわゆる 機 

会費用という 損失をこ う かったことになるので 

あ る。 この損失分が ， ちょうどⅩ生産部門の 

超過利潤 と 一致するのであ る。 

ここで，考慮に 入れ ば げればならない 重要な 

点があ る。 図 2 からみられる よ うに，統合後の 

Ⅹ生産部門は ， 明らかに統合前より ，一層投 

入 物 A を多く用いる。 したがって， この増加 

分 る ，五生産部門は ，次のいずれかの 方法で 

提供しなければならない。 第一は， A 生産部門 

の生産量は統合前と 同一の水準に 保ち，提供す 

べ き 増加分は， 他の A 生産物の購入者の 部分 

でまかたう場合であ る。 この部分は， 明らか 

に ，超過利潤がゼロという 損失をともなう。 こ 

の損失に，統合前にⅩ生産部門から 得ていた 

超過利潤の消滅 分 ( 損失 ) を加えたものが ， Ⅹ 

生産部門での 超過利潤と等しくなるのであ る。 

第二は， A 生産部門の生産量を 新たに増加する 

ことによって 提供すべき増加分をまかなう 場合 

であ る。 統合前に，統合すべ き 企業に提供して 

いた販売分については ，限界費用に 等しい価格 

で販売することになるから ，超過利潤ゼロとい 

う損失をこられる。 生産量の増加により 提供 分 
は， 他の企業に販売すれば 得られたであ ろう超 

過利潤を失な う ことになるから ，いわゆる機会 

費用という損失をこ う むる。 第三は，統合すべ 

き 企業への増加分の 一部分は他の 企業への販売 

分を振り当て ， 残りは，増産によってまかなう 

とい 5, 第一と第二の 複合した場合であ る。 前 

者は ，超過利潤ゼロという 損失，後者は ，機会 

費用という損失をこ う むる。 これらに，統合前 

に統合すべ き 企業から得ていた 超過利潤の損失 

を加えたものが 全損失となる。 いずれの場合に 

おいても A の需要関数や 限界費用は，それに 

よって影響を ぅ げないと仮定されていることびこ 

注意しなければならない。 ちなみに，はじめの 

需要関数に関する 仮定は ， A の購入者が ， 買い 

手競争 下 におかれているという ， ヴァーノンミ 

グラハムの基本モデルであ る。 あ との限界費用 

が 一定という仮定は ，統合に際してコスト 節約 

効果がないということであ るので， これもヴァ 

ー / ソ ミグ ラ " ム 0 基本モデルにおける 前提条 

件であ る。 

以上，多少こみいった 議論になってしまった 

ので，簡単な 数式を用いて ， この辺の事情をは 

っきりさせておこう。 

いま， X 生産部門は競争的で ，生産量は統合 

後もわからないとしょう。 すると収益は 一定で 

あ るから，利潤が 増加するなら ぱ ，総費用の減 

少によってもたらされなければならない。 

1 と同様にⅩ生産部門の 投入 物 A, B の価 

格を れ ， 竹 ， 投入 量を ， o, b, 独占部門の限界 

費用 ( 平均費用 ) を ， M  とする。 また， Ⅹ生 

産部門の生産量は ， 0 ニ / ㏄ ， @) で表わされる 

とする。 

統合前のⅩ生産部門の 総費用は ， 

" み士 篠 
統合後は， A 投入物を価格 M  で購入できると 

考えることができるから ，統合後の総費用は ， 

れ (b+dV) 十 M ㏄十ノ め 
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したがって，統合によって x 生産部門に生じ 

た超過利潤 は， 

れめ 七行ぬ一れ⑦ 十 Z の 一 MG 十力 め 

三一れ イみ十 ( 沖一 M) ぱ一 MUd ( Ⅰ ) 

であ る "0 一方， Ⅹ生産部門の 生産量は一定で 

あ るから， 

0
 
一
 
"
 
一
 

た
ひ
 

ノ
 

蹉
瓦
 

a
+
 

Z
 

逆
協
 

一
 
"
 
"
 
一
 

C
 
ノ
 

また，企業の 最適資源配分にょ り 

援 /   監 ， 柑 " 

(2) 

(3) 

(2), (3) 式を (1) 式に代入すると ， 

ぐケ アル一灯Ⅰ Jd 千て ケ アこ一ノ オ Ⅰ )d (4) 

となる。 これが，統合によってⅩ生産部門に 

生じた超過利潤であ る。 

(4) 式を独占部門からみた 場合， 1 と同様の解 

釈が可能であ る。 (4) 式の第 2 項 ( 篠一 M ルは ， 
統合前に統合すべき 企業に販売することによっ 

て得ていた収入が ， A を価格Ⅴで「販売」す 

ることによって 生じた独占部門の 損失であ る。 

(4) 式の第一項は ，統合すべ き 企業の A の追加 

的 投入に よ る独占部門の 損失であ る。 これは， 

機会費用と考えることができよう。 というの 

は ，独占部門が 統合すべき企業以外の 企業に販 

克 すれば得られたであ ろう収益に他ならないか 

らであ る。 したがって， (4) 式は ， Ⅹ生産部門 

の超過利潤であ ると同時に，独占部門の 損失と 

なる。 

ちなみに， (4) 式が図 2 でどのような 幾何学 

意味をもっているかを 図 3 で説明する 0 図 2 で 

説明したように ，Ⅹ生産部門の 超過利潤は ， 

p Ⅳであ る。 その内訳として ， PM は要素比率 

が固定的な場合の 超過利潤であ り， MN は ， 

可変要素比率による 追加的超過利潤であ る。 い 

ま ， この P Ⅳが， (4) 式に対応することを 明ら 

かにする。 OK 二ロ で ， pp", MM*(NN つの 

勾配の絶対値は ， それぞれ， 梯れ ， M れであ 
るから， 

尹れォ =PG  一ル AGG 

B 

P 

M 

G------ E 
N     
  
@ll Q     
    
    

Ⅹ Ⅹ 

H--- 旦上 一 -wm  m- F 
      
      

K 0 P.L N. M" A 

図 3 

れ M 
三 一一 d 一一一口   
れ れ 

= 上 初一 M ル 
れ 

これは， (4) 式の右辺の第 2 項を B 投入物の価 
格で評価したものであ る。 次に ， ぬは， 0 に 

比べて微少であ るから。 ， ， EF と PP* の 勾配 

は 近似的に等しい。 したがって ， 

MN 二 EO 

二 ER 一 Q 尺 

二王 (m  一 M  ) 』 d 
移 

これは， (4) 式の右辺の第 1 項を B で評価した 

ものであ る。 いまは， ぬが Ⅰに比べ微少な 場 
合 のみを取り扱ったが ， ぬが 大きい場合には ， 

ぬを 微少部分に細分化して 上述と同じ議論を 

展開すればよい。 したがって， PN は ， Ⅹ生産 

部門の超過利潤であ ると同時に， A 生産部門の 

損失となり， ト一タ か な利潤は不変であ る。 し 

たがって，統合によって 利潤が増加することは 

なく，独占部門は ，前方統合に 対して利潤誘因 
をもたない。 

ヴァー / ソニ グラハムの議論に 対しては， す 

でに小林氏が 批判を述べているが ，その論拠 

は，われわれとはかなり 異 っている ' 。 ' 。 前方 統 

合すれば，生産に 用する資本はそれだけ 大きく 
なるので，たとえば ，資本利益率などは 当初 ょ 

りも小さくなるかも 知れないというのが 小林氏 
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の 議論の要点であ る。 すなわち，小林氏は ，い 

わば利潤率を 対象とすれば ，どうなるかわから 

ないから，前方統合への 誘因が存在するとはい 

えないと述べているのであ って，利潤総額が 増 

加するというヴァーノン ニバラ " ふめ 主張はそ 

のまま認めている 0 しかし，すでに 示したよう 

に，総利潤そのものがかわらないのであ って， 

もし，利潤率の 大小が企業の 目標であ るなら 

ば，企業は決して 前方統合しようとはしないで 

あ ろ 5 。 われわれと小林氏のヴァーノン ニ グラ 

ハムに対する 批判の違いは 明白であ る。 すなわ 

ち，われわれは ， ヴァーノンミバラハムのフレ 

ームワークの 中での彼等の 矛盾を指摘したのに 

対し，小林氏は ，彼等のフレームワークの 外部 
からその非現実性を 批判しているのであ る。 

いままでの議論は ，統合によって 生産部門の 

産出量が変化しない 場合を想定して 行なわれ 

た。 ところで，いまや 上方部門における 平均費 

用曲線， したがって，限界費用曲線は 下方に シ 

フト することになるので ，Ⅹ生産物の 価格が 

一定であ るなら ぱ ，上方部門に 利潤極大をもた 

らすためには ，産出量を増加させたければなら 

ないであ ろう。 ヴァーノン ニバラ " ムは ， この 

ような議論にもとづいて ，統合による 上方部門 

の利潤 は さらに 大 ぎくなると述べている。 たし 

かに，上方部門の 利潤は， このような生産の 増 

大によってさらにふえるが ，その増加分も 結局 

A 生産部門の損失と 等しくなるのであ る。 こ 

のことをも う 一度簡単な記号を 使って証明しょ 

う。 

いま，Ⅹ生産物の 価格を P とする。 投入量 

が ， a+ ノ d, み 十ノみに変化すると ，産出量は ， 

/(4+ ぬ 乃 + コのヱ / ね ，の 十 んね，のん 

+ 力 ね ， めゴ み 

となる。 したがって，産出量の 増加に 26 収益 

の増加分は， 

Pf/ ね 十ぬ， b 十ノめ 一ア / ね ， の 

甘 P れね，め ぬ十 巧 「。 ね， め花 
Ⅹ生産部門の 利潤極大条件にょり ，この収益の 

篠 Ⅰ a 干 れ コみ (5) 
となる。 一方，費用の 減少分は ， 

ガ 後干 妨一 M ㏄十ん ) 一れ 0 十ノ み ) 
= 打切 一ノげ (d 千 ノ 4) 一刀 イる (6) 

したがって，利潤の 増加分は， (5) と (6) を加え 

ると， 

くれ 一 M)a 干 て 籠一 M) ノク (7) 
となる。 X 生産部門の産出量が 一定のとぎと 

全く同様に， これは， A を生産する独占部門 

の 損失に等しい。 したがって ， Ⅹ生産部門の 

産出量が増加する 場合でも，統合によってトロ 

タ ルな利潤は増加しない。 

再び，図 2 との対応として 図 4 を説明しよ 

う。 

費用曲線は，生産関数の 性質に依存している 
ため，一義的に 図示することはできないが ，い 

ま，新たに選ばれた 生産量が X"" で，費用曲 

線を KL とする。 平均費用曲線は 下方にシフ 

トするので， K エは 少なくとも NNN" よ りは 上 

方 にあ る。 もちろん， K は P  よりも大きくな 

る場合もあ るだろうが，いまの 場合図 3 のよう 

な位置に設定しても 一般性を失 う ことはない。 

P Ⅹは， B 投入物の価格ではなかったときの X 

生産部門の総費用の 減少分であ る。 

月 Ⅹ二月穴一 KO 一 OR 

= 竺で一旦 生 ( 乙 十コ a) 一コみ 
れ れ 

Ⅰ ( 竹切一れ 46)7% 一九 4(.<2 千ノ d)7% 

B 

H 
く Ⅰ 

  

P 
くく 

く Ⅹ 

  

K 
Ⅹ へ 

く Ⅰ 

SK Ⅰ 、 
Q  .------- 一 G 

R  -@-- 一一，一一一二サ 
x.* 

N E 
L 

P 
x. 

O P. N.  A 

増加分は ， 図 4 
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であ るから， P Ⅹは， まさしく投入 物 B では 

かったときの (6) 式に対応している 0 また， 

HP 十 QR=S 正 +G Ⅰ 

= 凸ぬ 十ノ み 
篠 

= 胞 ぬれ 十 りみれ 

であ るから， 且 P 十 QR は， (5) 式の B ではか 

ったときの販売量の 増加に よ る収益増加分であ 

る 0 一方， 

PK 十 HP 十 QR 

二 HR 一 KQ 

  
れ 
二匹 (d 千イ 4) 一匹 (d 十ル つ 

  

これは， (7) 式の X 生産部門の B ではかった 

超過利潤であ る。 したがって ， P Ⅹ 十 H ア十 OR 

が B ではかった超過利潤であ るが， これが同 

時に A 生産部門の損失となるのであ る。 

最後に， ヴァーノン ニバラ " ム の命題を数式 

によって「証明」したとするシュマレンシ 一の 

論拠にふれておこう ", 。 

シュマレンシーは ，統合後も，独占部門は 統 

合した企業以外に 対しては， A 投入 物 の 独 

目的販売者としての 機能を明示的に 取り入れて 

いる点で， ヴァー ノソニバラ " ムの 議論よりも 

包括的であ るが，少なくともヴァーノン ニ グラ 

ハムの基本的設定とは 異なったモデルとなって 

いる。 彼のモデルは ，数式で示されているが ， 

根木的な欠陥というのは ，統合をおこなった と 

ぎの独占部門の A 投入 物 に対する需要関数が ， 

統合の程度 (X 産業の総産出量の 何 % を統合す 

るか ) に依存している 点であ る， 25 。 以前にも 述 

べたが， このことほ，統合前の 上方部門の購入 

量が，独占者に 価格影響力をもっていたという 

ことになるので ，Ⅹ産業の各企業が ， A 投入 

物の買い手として 競争的であ るという仮定に 矛 

盾する。 シュマレ ソ シ ーも ， ヴァーノン ニバラ 

" ムと同様に，統合により 独占者はさらに 利潤 

を増加することができると 主張しているが ，当 

初の仮定から 出発する限り ， シュマレンシーも 

正しくないといわれ ば ならない。 もし， シュマ 

レソン一の ょう に需要関数もシフトすることを 

認める ょ りに前提を変えるならば ，独占者は ， 

単なる売手独占となりえず ，双方独占に 類する 

形とならなければならない。 したがって ，単な 

る 利潤極大行動にとどまらず ，一種のゲーム 的 

な考えを導入しなけれ ば 斎会的なモデルを 作り 

えないであ ろう。 

Ill 

中間生産物を 生産する独占企業は ， コスト節 

約要因がない 限り，競争均衡 下 のその顧客産業 
のあ る企業を統合することに よ り超過利潤をさ 

らに増加することができないという 古典的命題 

が，要素比率の 固定性，伸縮性にかかわらず ， 

成立することが 証明された。 したがって，独占 

企業が前方統合への 利潤インセンティブをもつ 

ためには，必ずコスト 節約要因が存在しなけれ 

ばならないことがわかる 0 この ぺ 一パ一の モデ 

ル では，統合後も 上方部門の価格がかわらない 

と仮定されているが ， もし，上方部門がその 産 

出価格を下げ ， 他の企業をその 産業から排除す 

るなら ぱ ，短期的には 総利潤が減少してもシェ 

ア 一 を拡大することに よ りやがて総利潤を 統合 

前よりも増加することができるのではないかと 

いう疑問が呈せられるかも 知れない。 しかし， 

このようなことも 独占部門の産出量の 増加によ 

って規模の経済性というコスト 節約要因が作動 

するからであ って，独占部門の 平均費用がかわ 

ら ほ げれば，競争価格を 下まわる価格では ，産 

出量の増加によってますます 損失をこ うも るこ 

とになるであ ろう。 また，上方部門の 他の企業 

を排除した後，その 価格を競争価格以上につり 

あ げて利潤の増加をはかるとすれば ，上方部門 

の独占的地位を 確立していない 限り，やがて 他 

の企業の参入をゆるし ，統合による 利潤増加が 
消滅するかも 知れない。 いずれにせよ ， コスト 

節約要因が存在しない 限り，利潤の 拡大をはか 

ることは困難であ ろう。 実際，アン ゾフ などの 
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経営的視点からなる 垂直的多角化戦略において 

は ， コスト節約をもたらす 各種のシナジー 効果 

の分析がその 中心的位置におかれていることか 

らみても，自動的な 利潤増加は現実的でな 

い 。 
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ぃ手 としては競争的と 仮定する。 
もし，Ⅹを生産する 部門の利潤増加だけを 問題 
にしていたとするなら ぱ ，これは自明であ ろ 
う。 この場合には ，要素比率が 固定されていて 
も利潤は増加する。 
可変的要素比率で ， 価格化が NN*" ( あ るいは 
M Ⅰ d,) なのに， E 点で生産を行な う 企業など ら 
る だろうか ? 
統合前のⅩ生産部門の 超過利潤は，ゼロであ る 
から，統合後の 超過利潤は，単に 総費用の差と 
なる。 
図 2 では，わかりやすくするために ， んが & 
より大きく描かれている。 
小林氏の議論については ，小林 好宏 [1¥ を 参 
照 。 

ヴァーノンミバラハムの 命題に関するシュマ 
レンシ一の展開についてほ ， Schmalensee[5] 
pp.44 針 445 を参照。 
Schmalensee[5] の 策 (2) 式の右辺の第 2 項に 
は，㏄ 一わ 1( のというファクターが 入って い 
る 。 ここで， T は独占者によって 販売される X 

生産物の産出比，すなわち 統合の程度であ り， 
Ⅰは， ァ =0 ときの A 投入物の販売 且 ， 9 はその 
独占価格であ る。 したがって，これは 統合率 ア 
のときの A に対する需要関数であ る。 
Anso 任 [2] を参照。 
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